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用語解説
歳入（自主財源） 衛生費 環境や健康の保持促進などにかかる経費です。

市税 皆さんが矢板市に納める税金です。 農林水産業費 農業・林業・水産業の振興にかかる経費です。

その他 分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、繰入金、
繰越金などです。

土木費 道路や橋、公園などの整備管理などにかかる経費です。
教育費 学校教育や生涯学習の推進などにかかる経費です。

歳入（依存財源） 公債費 市債の返済にかかる経費です。
地方交付税 皆さんが国に納める税金の一部で、使い道は自由です。 その他 労働費、商工費、消防費、諸支出などです。
国庫支出金 皆さんが国に納める税金の一部で、使い道が決められています。 性質別歳出
県支出金 皆さんが県に納める税金の一部で、使い道が決められています。 人件費 職員の給料、議員の報酬などです。
交付金 皆さんが国に納める税金の一部で、使い道は自由です。 扶助費 児童、低所得者や高齢者などの援助をするための給付金などです。
地方譲与税 皆さんが国に納める税金の一部で、使い道は自由です。 補助費等 公共団体への補助金などです。
市債 国や金融機関などからの借入金（借金）です。 物件費 さまざまな事業の消耗品や光熱水費、備品の購入、賃借料、委託料などです。

目的別歳出 繰出金 公共下水道事業特別会計や国民健康保険特別会計など、特別会
計を支援するための支出です。議会費 議会運営や議員の議会活動などにかかる経費です。

総務費 市役所の運営や広報やいたの発行などにかかる経費です。 その他 維持補修費、貸付金、積立金などです。
民生費 高齢者福祉や児童福祉、生活保護などにかかる経費です。 普通建設事業費 道路、公園などの施設を整備するための工事費などです。

特別会計
会計名 介護保険 国民健康保険 後期高齢者医療 農業集落排水
歳入 27 億 5,912 万円 47 億 9,317 万円 3億 3,244 万円 5,774 万円
歳出 26 億 2,776 万円 45 億 3,209 万円 3億 2,096 万円 5,175 万円
会計名 公共下水道事業 コリーナ矢板排水処理事業 木幡宅地造成事業
歳入 8 億 7,533 万円 1,889 万円 2億     686 万円
歳出 8 億 4,280 万円 1,613 万円 1億 9,301 万円

企業会計
水道事業 収益的 資本的
収入 7 億 8,400 万円 1億 1,686 万円
支出 6 億 6,506 万円 4億 4,933 万円

27

127 9,040134 7,099

市税
45億 5,367 万円

33.8％

その他
14 億 8,254 万円

11.0％
地方交付税

23億 6,511 万円
17.6％

自主財源
44.8％

依存財源
55.2％

地方譲与税
1億 3,563 万円

1.0％

県支出金
10億 3,654 万円

7.7％

国庫支出金
18億 9,988 万円

14.1％

市債
11 億 7,530 万円

8.7％
交付金

8億 2,232 万円
6.1％

総務費
18 億 4,599 万円

14.4％

民生費
44 億 5,832 万円

34.9％

衛生費
7億 5,500 万円

5.9％

教育費
11 億 8,670 万円

9.3％

土木費
15 億 9,603 万円

12.5％

その他
9億 8,528 万円

7.7％公債費
12 億 3,296 万円

9.6％

議会費
1億 6,607 万円

1.3％

農林水産業費
5億 6,405 万円

4.4％
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　平成 27 年度は、片岡地区市街地整備事業や造成宅地
滑動崩落緊急対策事業など、主要事業のピークが過ぎた
ことにより、歳入・歳出ともに減少しました。
　歳入は、市税、国県補助金が減少しましたが、地方消
費税交付金やふるさと納税寄附金などが増加しました。

　歳出は、投資的経費が減少した一方、扶助費、介護保
険特別会計繰出金などの社会保障経費が引き続き増加し
ています。

　民生費は、歳出額は減少しましたが、予算規模が小さ
くなったため、総支出に占める割合は増加しました。
　総務費は、フットボールセンター用地購入費や太陽光
発電設備設置費補助などにより、増加しました。
　土木費は、片岡地区市街地整備事業など主要事業が
ピークを過ぎたため、減少しました。
　公債費は、前年度に引き続き、減少となりました。

　市税は、法人市民税や固定資産税の影響により減少し
ましたが、予算規模が小さくなったため、財源に占める
割合は増加しました。
　国県支出金は、片岡地区市街地整備事業など主要事業
に係る補助金が減少しました。
　市債は、臨時財政対策債および建設事業に係る借入金
のが減少したことにより、前年度より減少しました。
　自主財源は、東日本大震災復興関連の基金の繰入金が
減少したことなどにより、減少しました。
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※義務的経費…職員の給与等の人件費、生活保護等の扶助費およ
　　　　　　　び地方債の元利償還金等の公債費です。支出が義
　　　　　　　務付けられており、任意に削減できない経費です。
※投資的経費…道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設など
　　　　　　　社会資本整備に要する経費です。
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　地方公共団体は、財政破たんを早期の段階で回避する
ために制定された「地方公共団体の財政の健全化に関す
る法律」（平成 19 年法律第 94 号）の定めにより、健全
化判断比率及び資金不足比率を算定し、公表することに
なっています。
　健全化判断比率は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、
実質公債費比率および将来負担比率からなります。
　これらの比率が早期健全化基準を超過した場合、財政
状況が注意水準にあると判断され、財政健全化計画を策
定の上で、自主的に財政健全化を図ることになります。

　さらに、財政再生基準を超過した場合、財政状況が危
険水準にあると判断され、財政再生計画を策定の上で、
国等の関与のもと財政健全化を図ることになります。
　資金不足比率は、各公営企業ごとに算定されることに
なっていて、矢板市の場合は、農業集落排水事業特別会
計、公共下水道事業特別会計、木幡宅地造成事業特別会
計および水道事業会計が該当しています。
　この比率が、経営健全化基準を超えた場合、その公営
企業は経営健全化計画を策定の上、経営の健全化を図っ
ていく必要があります。
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　矢板市の場合、平成 27 年度の各比率はすべて基準を
下回っています。また、平成 26 年度の指標と比較して
も改善していることから、健全な財政状況にあると判断

できます。
　今後もこれらの比率を見据えた財政運営を行い、より
一層財政の健全化を図っていきたいと考えています。

平成 27年度矢板市健全化判断比率
項目 矢板市の比率 早期健全化基準 財政再生基準 平成 26年度の比率

実質赤字比率 ＊ 1 － 13.82% 20.00% －
実質連結赤字比率 ＊ 2 － 18.82% 30.00% －
実質公債費比率 ＊ 3 11.0% 25.0% 35.0% 11.8%
将来負担比率 ＊ 4 60.4% 350.0% 65.6%

実質赤字比率と連結実質赤字比率については、赤字額がないため「－」で表示しています。

平成 27度矢板市資金不足比率　＊ 5
会計名 矢板市の比率 経営健全化基準

農業集落排水事業特別会計 － 20.0%
公共下水道事業特別会計 － 20.0%
木幡宅地造成事業特別会計 － 20.0%

水道事業会計 － 20.0%
すべての会計において、資金不足額がないため「－」で表示しています。

＊ 1　実質赤字比率
　一般会計等（矢板市の場合は、一般会計とコリーナ矢板排水処
理事業特別会計を合算したもの）を対象とした、実質赤字の標準
財政規模＊ 6に対する比率。一般会計等の赤字の大きさを把握す
るための指標。

＊ 2　連結実質赤字比率
　矢板市のすべての会計を対象とした、実質赤字の標準財政規模
に対する比率。矢板市全体の赤字の大きさを把握するための指標。

＊ 3　実質公債費比率
　市が借りたお金を返済するために、一般会計等から充てている
金額の標準財政規模に対する比率。標準的な一般財源＊ 7の額の
うち、借金の返済に使われた金額の比率を把握するための指標。

＊ 4　将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の額の標準財政規模
に対する比率。一般会計等が抱えている借金等の額が、標準的な
一般財源の額の何年分になるのかを把握するための指標。

＊ 5　資金不足比率
　公営企業会計単位での資金不足額の事業規模に対する比率。公
営企業として実施している事業単位で、赤字の大きさを把握する
ための指標。

＊ 6　標準財政規模
　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる、
経常的一般財源の規模を示すもの。

＊ 7　一般財源
　市税、普通交付税、譲与税など、使途を特定されずに、市が自
由に使うことができる財源。

※比率の算出方法は、市ホームページ（トップページ＞組織でさがす＞総務課＞健全化判断比率及び資金不足比率）に掲載しています。


